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日本の家族の変化
神　戸　博　一
１　はじめに
　日本の家族における「危機」と思われる現象について
まず簡単に触れておきたい。
　夫婦関係の「危機」については、家庭内暴力（ＤＶ）
を挙げることができよう。家庭内暴力とは、ＤＶとして、
最近では特に夫婦間の、夫から妻にたいする暴力のこと
をいう。警察庁（朝日新聞、夕刊、20.3.0）による
と、2003 年では、2,500 件余りであったものが、年々
2,000 件ずつ増えて、2007 年には、2,000 件、2008
年は 25,200 件、2009 年には 28,58 件まで急増してい
る。この件数は、配偶者からの暴力を受けたとして、相
談、保護要求、被害届け、検挙などで警察によって認知
されたものである。
　被害者の約９9％が女性で、男女間の力の差を反映し
ている。被害者、加害者共に 30 代が最多である。双方
の関係は、婚姻関係が 7 割強、離婚や内縁がそれぞれ 
割であった（）。
　中日新聞（20.5.23.）によれば、岐阜県の女性相談
センターに寄せられた家庭内暴力の相談件数は、200
年度過去最高の 2863 件であったという。相談の内訳
は、「夫等の暴力」が最多で 748 件（前年度比 3.5％増）、
悩みや不安などの「精神的問題」が 664 件（53.3％増）、
「離婚問題」が 325 件（.4％増）といずれも大幅な増
加を示している。
　さらに、離婚については（2）、人口 000 人当たりの
離婚件数で示す普通離婚率で表現するが、88 年から増
加し、2002 年には、2.03（28 万 9836 組）と戦後最高
となった。しかし、その後数年間は減少し続け、2.0
（2009 年、25 万 3000 組）と高止まりの状態である。
離婚後、夫の年金を分割し、妻に与えるとする制度が成
立し、これまでとは違い、この点では、離婚が妻側にとっ
て有利となったので、離婚が増加するのではないか、と
みられたが、そうならなかった。
　結婚継続年数で、離婚の割合をみると（2006 年）（3）、
5 ～ 9 年が最多で 24％、2 ～ 4 年は 22％と続き、次い
で 20 年以上も 5.4％と多い。2 年未満は 5％と続く。
970 年までは、2 年未満が 30％と一番多かったが、最
近ではどの期間をとっても、同じような割合で離婚があ
る。20 年以上のケースについては、いわゆる熟年離婚で
あり、高齢者の離婚も多い。つまり、結婚継続年数がい
かに長くても、人生いつでも離婚の危機があるといえよう。
　親子関係の「危機」については、子どもにたいする虐
待をあげよう。200 年度において全国の児童相談所に寄
せられた相談件数が、55000 件を超え、過去最高となった。
2009 年度は 4 万 3000 件だったので、 万 2090 件の大
幅な増加（28.% 増）である（中日新聞、20.7.20.）。
図 1-1　離婚件数及び離婚率の年次推移
出典：厚生労働省「人口動態統計の年間推計」（平成 21 年）
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　子どもへの虐待は、990 年から集計されているが、
20 年連続での増加である。200 年度では、愛知県は
37 件（78% 増）で増加率が最も多かった。岐阜県は
672 件（49% 増）、三重県 858 件（59% 増）などこの
近辺でも軒並み大幅に増加している。家庭内暴力も子ど
もへの虐待などにしても、家庭内の密室で行われること
が多く、プライバシーの尊重といった風潮からも、これ
らが、警察など当局に通報されないので、実態としては
もっと多いと推測される。
　厚生労働省は「大阪での 2 幼児死亡事件が報じられ
たので、児童相談所に連絡しようという意識が高まった
ためでは」と分析している。この事件は、20 年 7 月、
3 歳と  歳の二人の幼児を母親がマンションに  カ月以
上も置き去りにして衰弱死させた事件であるが、もとも
と住居があった名古屋市などとも関係があった。本人は
「育児がいやになった」と言っているが、警察、区役所
などと連絡を取りながらも、児童相談所にこの情報が伝
わらず、当事者間の連携がうまくいかなかったため、結
局幼児の死を防ぐことができなかった。
　虐待（朝日新聞、2009.9.30）には、『厚生労働白書』
（2007）によると、一般的に身体的虐待が 4 割弱、ネグ
レクト（放任）が 3 割強、心理的虐待が 2 割、性的虐
待が数 % となっている。虐待者は、実母が 6 割と最も
多く、実父が 25% である。虐待の原因としては、経済
的困難（生活保護世帯と住民税非課税世帯で 5 割）、虐
待者の心身の状態、一人親家庭などが挙げられる。
　さらに、最近話題となっている高齢者の「孤独死」も、
家族の「危機」として重大な問題を孕んでいるといえよう。
　「孤独死」とは、「誰にも看取られることなく、息を引
き取り、その後、相当期間放置されるような」死のこと（4）。
　東京都で独り暮らしの高齢者が自宅で亡くなった数
は、２００７年から２３６１人と２０００人を超え、
２００９年には、２１９４人となっている（東京都監察
医務院調べ）。
　特に、都市再生機構（独）が運営管理する賃貸住宅で、
単身の居住者が看取られることなく、死亡した件数（5）は、
２００９年度に６６５件、高齢者に限ると４７２件で、
２０００年度と比べると、全体で約 3 倍、高齢者は約 4
倍に増加している。
　中日新聞（20.8.2）によると、岐阜県でも、誰に
も看取られず亡くなった人は、200 年には 550 人で、
前年度の .4 倍となり、過去最高となった。そのうち、
65 歳以上の高齢者は 44 人で全体の 75％となってい
る。2000 年では、30 人であったので、ここ 0 年で
3 倍に増えた。
　ＮＨＫ取材班は、「一人孤独に亡くなり、引き取り手
もない死」を「無縁死」として調査したところ、3 万 2,000
人であったという。この取材の結果は、ＮＨＫスペシャ
ルとして放映（200..3.）された。
　次に、「孤独死」の背景にある一般世帯と高齢者世帯
の動向や変化ついてみておこう。
２　日本の世帯構成の変化
　一般の世帯類型についてみよう（6）。類型としては、夫
婦と子の世帯、夫婦のみの世帯、ひとり親と子の世帯、
単独世帯、三世代世帯（その他の世帯）などに分けられる。
　200 年では、核家族世帯が 56.9％と一番多いが、そ
の内訳でみると、夫婦と子が 27.9％、夫婦のみ 20.％、
ひとり親と子 9.0％となっている。単独世帯は、3.2％と
3 割を超えている。三世代世帯が .8％である。
　2030 年の将来推計では、核家族世帯が 5.4％と 5.4
ポイント減少する。内訳でみると、夫婦のみが 9.2％
図 1-2　東京 23 区内で自宅で死亡した 65 歳以上一人暮らしの者
図 1-3　（独）都市再生機構における「孤独死*」の発生状況
出典：『高齢社会白書』（平成 23 年版　P.69）
出典：『高齢社会白書』（平成 23 年版　P.69）
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表 2-1　家族類型別一般世帯数の将来推計：2005 ～ 30 年
と 0.9 ポイントの減少。夫婦と子が 2.9％と 6 ポイン
トも減る。それにたいして、ひとり親と子が 0.3％と .3
ポイント増える。単独世帯は、37.4％と 6.3 ポイントと
増加するという推測である。この単独世帯の増加は、若
年層と高齢者層からなるが、その背景として未婚化と高
齢化を指摘することができよう。三世代世帯は .2％
と更に減少していく。
　特に、65 歳以上の高齢者のいる世帯についてみると、
2009 年において、2,03 万世帯（前年度 ,978 万世帯）
と 2,000 万世帯を超え、全世帯（4,80 万世帯）の約
42％となった。日本社会の高齢化に伴い、高齢者世帯
は増え続けている（7）。
　高齢者世帯をその構成割合の多い順でみると、夫婦の
みの世帯、単独世帯、親と未婚の子のみの世帯、三世代
世帯となっている。
　2009（2008）年では、夫婦のみの世帯が一番多く
29.8％、3 割程度（29.7％）であり、次に多い単独世帯
が 23％（22％）なので、あわせると半数を超える状況
である。今後も単独世帯が一貫して上昇し続け、2030
年には 37.7％へと上昇すると予測されている。
　さらに、親と未婚の子のみの世帯は、980 年でも
0.5% であったが、2009（2008）年では、8.5%（8.4％）
と大幅に増加している。
　最後に、三世代世帯の割合が、2009 年では、7．5％
（8.5％）まで減少してきて、下位にある。980 年では、
一番多く、全体の半分程度を占めていたが、985 年で
すでに 40% 台となり、990 年に 30% 台と現在まで急
速に減少し続けている。
　このように、三世代世帯は減少傾向である一方、単独
世帯、親と未婚の子のみの世帯は増加傾向にある。
　高齢者と子どもとの同居率をみると、世帯としては、
三世代世帯と親と未婚の子ども世帯を合わせたものであ
るが、980 年にほぼ 7 割であったものが、999 年に
50％を割り、2009 年には 43.2％となっており、子ども
との同居は大幅に減少している（8）。
　夫婦のみの世帯と単独世帯は、ともに大幅に増加し
ており、980 年には合わせて 3 割弱（内訳　8.5%+ 
9.6% ＝ 28.%）であったものが、2004 年には過半
数を超え、2009 年には合わせて 52.9％（内訳　6%+ 
37%）まで増加している。つまり、子どもとの別居の方
が同居よりも 0% 弱多くなっている。
　年齢別にみると、年齢が高いほど子どもとの同居率
は高くなる傾向にあり、65 ～ 69 歳では男性が 39.6％、
女性で 39.8％となっているのにたいし、特に 80 歳以上
では男性が 44.％、女性が 59.2％と増加する。これは、
親の健康状態、独り暮らしなどについて子どもが配慮し
た「途中同居」「晩年型同居」といえる。
　とはいえ、80 歳以上でも、一人暮らしは男性が 3％、
女性が 25.2％と多いことに注目すべきであろう（9）。
　
３　未婚化と非婚化について
　未婚化と非婚化は、家族を形成しないという意味で、
独り暮らしの増加と密接に関連しているので、重要である。
　日本の婚姻率（0）（人口 000 人当たり）の変化につ
いてみると、947 年に戦後最高の 2 となり、その後
960 年代に 8.0 まで落ち込んだが、増加して、972
年には、婚姻率 0.4、婚姻件数 00 万件を超え、戦後
の最高件数となった。しかし、それ以降、婚姻率、婚姻
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表 3-1　調査年別にみた、未婚者の生涯の結婚意志　（％）
件数ともに急速に減少し、横ばい状態である。200 年は、
婚姻率 5.5、婚姻件数 70 万件余りと過去最低を記録し、
970 年代の最高値の約半分の水準まで落ち込んでいる。
　男女の性別で未婚率（）についてみたい。
　200 年の未婚率をみると、男性は、20 代後半で、
7.％、30 代前半で 46.5% となり、この時点でようや
く半数が結婚したことになる。男性は、2005 年におい
て、それぞれ 7.4％、47.％とこれまでの最高値を記
録している。したがって、200 年は、未婚率は若干減
少してきている。しかしながら、男性の生涯未婚率（50
歳時点での未婚率、200 年）は 9.4％と 20％弱と増
加している。995 年は 5.5％だったので、約 4 倍近く
に急増したといえよう。
　他方で、女性の未婚率は、20 代後半で、59.9％、30
代前半で、33.3％であり、男性よりは両方の年代で
3％ずつ少ない。また、女性の生涯未婚率は 9.8％と
0％弱であり、男性の半分となっている。995 年は
5.％だったので、この時点では男性と大差がなかった
が、その後 2 倍となっている。この意味で、未婚率の
推移について男女を比較すると、970 年代から男女共
に急増しているが、特に男性の未婚率の方が顕著に表れ
ており、明確に男性の「結婚難」といえよう。
図 3-1　年齢別未婚率の推移
　今後 2030 年の生涯未婚率については、男性 29.5%、
女性 22.6% と予測されており、それぞれ現時点から
0% の大幅な増加が見込まれる（2）。
　しかし、未婚率が高いとはいえ、結婚にたいして当初
から否定的な考えを示しているわけではない。結婚の意
思に関する調査データ（3）によると、90％の人は結婚を
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志向してきている。一生結婚するつもりのない「非婚主
義」の人は、5％ぐらいにとどまる。しかし、2005 年には、
男性 7.％、女性 5.8％と微増してきている。
　逆に「いずれ結婚するつもり」については、982 年
の第 8 回調査では、男性が 95.9％、女性も 94.2％と圧
倒的に多かった。
　しかし、その後減少し、97 年には 90％を割り込み、
85.9％と最低を記録している。女性は、97 年は 89％で
あるが、2002 年には 88.3％とやはり最低となった。そ
の後 2005 年には、男性は 89％、女性は 90％まで回復
してきている。
　したがって、生涯未婚率は高いが、最初から、決して「非
婚主義」などの信念を持っているわけではなく、結婚を
望んでいるが、結果として結婚できないということにな
ろう。
　そこで、未婚である理由についてみてみよう。
　2005 年の出生動向調査（4）では、未婚である理由に
ついては、25 歳未満では、「まだ若すぎる」（男性 44％、
女性 39%）と「必要性を感じない」（男性 36％、女性
45%）「仕事（学業）に打ち込みたい」（男性 38％、女
性 42%）などの理由が多い。女性の場合には特に「仕
事（学業）に打ち込みたい」という理由が多くなってき
ている。こうした理由は、本人の意志に依るので「結婚
しない理由」といえよう。
　25 歳～ 34 歳では、「必要性を感じない」（男女共に
32%）も依然として多いが、「自由や気楽さを失いたく
ない」（男性 30％、女性 43%）が多くなる。こうした
理由が挙げられるとすれば、結婚する理由がそもそも全
くないと言わざるをえない。したがって結婚しないこと
が当然の結果と言わざるをえない。
　「結婚できない」理由（5）では、「適当な相手に巡り会
わない」が半数と突出しており、その他に「結婚資金
が足りない」（男性 27％、女性 6％）があり、これは
特に男性の方が多い。内閣府による、平成 23 年の結婚
調査（6）では、男性が「結婚後の生活資金が足りない」
39%、「結婚資金が足りない」33% となっており、それ
ぞれ 2 位、3 位と多い。女性では、これらの項目は、そ
れぞれ 24% で 5 位、2% で 7 位となっている。
　また、結婚生活を送っていく上で不安に思っているこ
とについて（7）、男女全体では、「経済的に十分な生活
ができるかどうか」が 56% で  位、「配偶者と心が通わ
なくなる」49%、「配偶者の親族とのつき合い」46% と
なる。「経済的に十分な生活ができるかどうか」が、男
性では、 位で 57%、女性では、2 位で 54% と重要となっ
ている。
　さらに、未婚者の「結婚したい理由」（8）では、男女
共通で、「好きな人と一緒にいたい」「家族をもちたい」「子
どもがほしい」（60％前後）である。女性の方が男性よ
りも多いのは、「経済的な安定を得たい」で女性、男性
それぞれ 43%、6% なので、27 ポイントと差が大きい。
他に、「老後に一人でいたくない」7.5 ポイント差、「両
親や親戚を安心させたい」が 2 ポイントの差と女性の
方が多くなっている。
　最終的に、既婚者にとって結婚の決め手（未婚者に
は求める条件）となった条件（9）について、男女合わせ
た計算では、「性格」９割以上と圧倒的で、「恋愛感情」
50％、「健康」44％と続く。これらは、いわば結婚の基
礎的条件であろう。「経済力」は、38% で 6 位と全体の
中では低い。男性は、女性に比べ、「容姿」（46%）「家
事能力」（4%）を挙げる。それにたいし、女性は男性
に比べ第 2 位に「経済力」を挙げており、それぞれ女
性は 67％、男性は 2％なので、55％の大きな差があり、
図 3-2　結婚生活を送る上での不安（未婚者、複数回答）
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女性にとって大変重視されていることが明らかである。
　上記で、いずれも男性の「経済力」（表現は異なるが、
資金、十分な生活、経済的安定など）が重視されている
ことが分かった。そこで、ここでは、年収と婚姻状況（20）
についてみると、男性の年収を 300 万未満、400 万未
満、500 万未満、600 万以上と 00 万刻みでみた場合、
30 代の既婚者は、それぞれ 9％、26.5％、29％、35％、
38％と増加する傾向がみられる。20 代については、同
様の傾向であるが、600 万以上では 30％と逆に少なく
なっている。
　異性との「交際経験なし」は、30 代について、300
万未満の層が最も多く 8％、3％、％、0％と逆に
少なくなる傾向にある。
　女性については、既婚者は、300 万未満の層でも、
20 代でも 26％、30 代で 36％と多いので、女性の年収
は結婚と直接の関係が認められない。
　異性との「交際経験なし」は、年収が多くなると少
なくなる傾向がある。『恋人なし』を含めると、特に 30
代では、40 ～ 45％と一定となっている。
　年収については、未婚の男女間の年収のミスマッチが
存在する。未婚男性の年収と未婚女性が期待する年収
とのミスマッチに関する資料（2）では 、男性の年収を
200 万以下から、２００万刻みで、６００万以上まで分
ける。男性の年収は、地方（青森）と東京では、それぞ
れの年収を得ている割合は当然異なっている。
　未婚女性の年収に「こだわらない」は、それぞれ
３０％で、この層については問題はない。
　たとえば、青森の「４００万以上」の希望は、4 割と
多いが、現実には未婚男性のほんの ．7％しかいない。
　東京では、男性の年収は地方よりは良いが、女性の期
待も高く、６００万以上の期待が 39％もある。ところが、
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表 3-2　男性未婚者の年収と未婚女性の結婚相手の
男性に対して期待する年収（％）　
図 3-3 既婚者の割合（男性、年収階層別）　出典：『子ども・子育て白書』（H23  P.36）
実際には男性の 3.5％しかいないので、この期待がかな
う女性はいないとはいえないが、ごくわずかであり、出
会いの可能性を含めると、ほとんどが無理、成婚できな
いこととなる。したがって、この結果を受けて高すぎる
「期待」を変更するか、自分も働いて共働きによって期待
の年収を稼ぐことなど多様な選択肢が考えられよう。
　さらに、年収は、雇用形態と密接に関係しているので、
雇用形態と婚姻状況（22）についてみよう。就労には、正
規と非正規の雇用がある。
　正規雇用と非正規雇用に分けて、既婚率をみると、男
性の既婚者は、20 代でそれぞれ 25.5％、4％で 6 倍も
の差がある。同じく 30 代では、それぞれ、29％、6％
で 5 倍の差がある。
　逆に「交際経験なし」をみると、正規雇用と非正規雇
用で、それぞれ、20 代で、4％、40％と 3 倍弱、30
代でも 6％、37％と 2.3 倍多くなっている。
　女性の場合は、男性と違い、20 代では、正規雇用が
9％、非正規雇用が 7％と逆に多くなっている。30 代
では、それぞれ、6％、8％と差がない。女性の立場
からすると、むしろ非正規雇用の方が、結婚にたいする
プレッシャーが働いているかもしれない。
神　戸　博　一
2
　『子ども・子育て白書』の資料（23）によっても、正社
員の結婚率が高く、非典型雇用（非正規）者は結婚率が
低く、正社員の半分しかない。たとえば、20 ～ 24 歳では、
正社員の 2% にたいして、非正社員は 6% 弱、25 ～
30 歳では、それぞれ 35% にたいし 5%、30 ～ 34 歳
は 6 割にたいし 30% といった具合である。
　したがって、男性の結婚率を挙げるには、まず正規の
就労率を挙げることが必要となる。ところが 5~24 歳
の若年者の完全失業率は、200 年において、9% と高く、
また、非典型雇用（非正規）者も 46% と大変高い。今
後若年者の雇用状況の改善がなされなければ結婚率の向
上につながらないであろう。 （続） 
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